
 

 

資料Ⅰ 平成２０年度混信・妨害、電波環境障害等の申告件数及び対応状況 

総計は平成１９年度とほぼ同数ですが、一般無線通信に関する申告が増えています。 

（１）混信・妨害、電波環境障害等の申告件数 

【信越管内】 

区    分 平成18年度（区分比率） 平成19年度（区分比率） 平成20年度（区分比率） 

重要無線通信 19 (10%) 13 (6%) 14 (7%) 

一般無線通信 110 (60%) 119 (57%) 132 (62%) 

電波環境関係 53 (30%) 78 (37%) 65 (31%) 

合   計 182 210 211 

 

 

 

 

 

 
 

【新潟県】 

区    分 平成18年度（区分比率） 平成19年度（区分比率） 平成 20年度（区分比率） 

重要無線通信 8 (9%) 7 (7%) 12 (12%) 

一般無線通信 65 (71%) 62 (62%) 59 (60%) 

電波環境関係 18 (20%) 31 (31%) 27 (28%) 

合   計 91 100 98 

 
 
 
 
 
 
 
 
【長野県】 

区    分 平成18年度（区分比率） 平成19年度（区分比率） 平成 20年度（区分比率） 

重要無線通信 11 (12%) 6 (5%) 2 (2%) 

一般無線通信 45 (49%) 57 (52%) 73 (65%) 

電波環境関係 35 (39%) 47 (43%) 38 (33%) 

合   計 91 110 113 

 

 

 

 

 

 

混信・妨害、電波環境障害等の申告件数【管内】
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混信・妨害、電波環境障害等の申告件数【長野県】

11

45
35

91

6

57
47

110

2

73

38

113

0

20

40

60

80

100

120

重要無線通信 一般無線通信 電波環境関係 合計

件数

１８年度

１９年度

２０年度

混信・妨害、電波環境障害等の申告件数【新潟県】

8

65

18

91

7

62

31

100

12

59

27

98

0

20

40

60

80

100

120

重要無線通信 一般無線通信 電波環境関係 合計

件数

１８年度

１９年度

２０年度



 

 

（２）申告受付件数の内訳申告内容の内訳 

【信越管内】 

【新潟県】 

【長野県】 

（３）申告の対応状況 

【信越管内】 

【新潟県】 

【長野県】 

区  分 件数(比率) 申 告 内 容 の 内 訳 

重要無線通信 14(7%) 航空保安６、海上保安２、消防５、防災行政１ 

一般無線通信 132(62%) 
アマチュア無線８８、簡易無線局１１、各種業務用無線局８、 

パーソナル無線１、市民ラジオ３、その他２１ 

電波環境関係 65(31%) テレビ・ラジオ３８、電話・ＦＡＸ６、人体１０、その他１１ 

合  計 211  

区  分 件数(比率) 申 告 内 容 の 内 訳 

重要無線通信 12(12%) 航空保安６、海上保安２、消防３、防災行政１ 

一般無線通信 59(60%) 
アマチュア無線４１、簡易無線局４、各種業務用無線局３、 

市民ラジオ３、その他８ 

電波環境関係 27(28%) テレビ・ラジオ１５、電話・ＦＡＸ４、人体４、その他４ 

合  計 98  

区  分 件数(比率) 申 告 内 容 の 内 訳 

重要無線通信 2(2%) 消防２ 

一般無線通信 73(65%) 
アマチュア無線４７、簡易無線局７、各種業務用無線局５、 

パーソナル無線１、その他１３ 

電波環境関係 38(33%) テレビ・ラジオ２３、電話・ＦＡＸ２、人体６、その他７ 

合  計 113  

対  応  状  況 件数(比率) 

調査・対策（指導・修理等）により解消したもの 126(60%) 

調査中又は調査前に自然消滅（一過性）したもの 47(22%) 

申告内容が不確実なもの 31(15%) 

継続調査中のもの 7(3%) 

合    計 211 

対  応  状  況 件数(比率) 

調査・対策（指導・修理等）により解消したもの 62(63%) 

調査中又は調査前に自然消滅（一過性）したもの 16(16%) 

申告内容が不確実なもの 18(19%) 

継続調査中のもの 2(2%) 

合    計 98 

対  応  状  況 件数(比率) 

調査・対策（指導・修理等）により解消したもの 64(57%) 

調査中又は調査前に自然消滅（一過性）したもの 31(27%) 

申告内容が不確実なもの 13(12) 

継続調査中のもの 5(4%) 

合    計 113 



 

 

資料Ⅱ 平成２０年度不法無線局の告発・指導状況（捜査関係機関との共同取締り） 

長年、捜査関係機関との共同取締りを強化してきた結果、不法無線局が減少傾向にあり、

告発数は減少しました。しかし、違法無線局に対しては積極的に指導を行いました。 

【信越管内】 

 

 

 

 
 
 
【新潟県】 
 
 
 
 
 
 
【長野県】 
 
 
 

  告 発   指 導   合 計  

 18年度 19年度 20年度 18年度 19年度 20年度 18年度 19年度 20年度 

不法市民ラジオ 8 8 5 4 0 2 12 8 7 

不法ﾊﾟｰｿﾅﾙ無線 32 39 17 23 5 16 55 44 33 

不法ｱﾏﾁｭｱ無線 7 8 14 10 10 17 17 18 31 

合   計 47 55 36 37 15 35 84 70 71 

  告 発   指 導   合 計  

 18年度 19年度 20年度 18年度 19年度 20年度 18年度 19年度 20年度 

不法市民ラジオ 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

不法ﾊﾟｰｿﾅﾙ無線 2 6 5 8 0 10 10 6 15 

不法ｱﾏﾁｭｱ無線 1 0 0 0 0 13 1 0 13 

合   計 3 6 6 8 0 23 11 6 29 

  告 発   指 導   合 計  

 18年度 19年度 20年度 18年度 19年度 20年度 18年度 19年度 20年度 

不法市民ラジオ 8 8 4 4 0 2 12 8 6 

不法ﾊﾟｰｿﾅﾙ無線 30 33 12 15 5 6 45 38 18 

不法ｱﾏﾁｭｱ無線 6 8 14 10 10 4 16 18 18 

合   計 44 49 30 29 15 12 73 64 42 
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